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議案第２１号  

 

   令和５年度土浦市国民健康保険特別会計予算  

 

 

令和５年度土浦市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めると

ころによる。  

（歳入歳出予算）  

第１条  事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４，

２８８，３４１千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 

歳入歳出予算」による。  

（債務負担行為）  

第 ２ 条  地 方 自 治 法 第 ２ １ ４ 条 の 規 定 に よ り 債 務 を 負 担 す る 行 為 を

することができる事項、期間及び限度額は、「第２表  債務負担行

為」による。  

（歳出予算の流用）  

第 ３ 条   地 方 自 治 法 第 ２ ２ ０ 条 第 ２ 項 た だ し 書 の 規 定 に よ り 歳 出 予

算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。  

（１）各項に計上した給料、職員手当等、共済費に係る予算額に過不

足 を 生 じ た 場 合 に お け る 同 一 款 内 で の こ れ ら の 経 費 の 各 項 の 間

の流用。  

（２）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合にお

ける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。  
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  令和５年  ２月２８日  提  出  

 

               土浦市長  安藤  真理子  

 

  令和５年   月   日  
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（単位  千円）

事                                   項 期 間 限 度 額

健診委託料 令和　６年度 1,645

ジェネリック医薬品利用差額通知事業委託料 令和　６年度 220

第    ２    表      債  務  負  担  行  為
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 予 算 説 明 書
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○職員人件費 51,737

○一般管理事業 10,343

○国保連合会負担事業 3,400

○職員人件費 59,500
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○賦課徴収事業 57,096

○運営協議会関係事業 561
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○一般被保険者療養給付事業 8,344,828

○退職被保険者等療養給付事業

10

○一般被保険者療養費支給事業

67,765

○退職被保険者等療養費支給事業

1

○診療報酬審査支払事業 35,822
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○一般被保険者高額療養費支給事

　業 1,352,594

○退職被保険者等高額療養費支給

　事業 1

○一般被保険者高額介護合算療養

　費支給事業 1,871

○退職被保険者等高額介護合算療

　養費支給事業 1
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○一般被保険者移送費支給事業

1

○退職被保険者等移送費支給事業

1

○出産育児一時金支給事業 54,023

○葬祭費支給事業 10,500
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○傷病手当金支給事業 3,000
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○一般被保険者医療給付事業 2,653,043

○一般被保険者後期高齢者支援事

　業 1,048,146

○介護納付事業 369,379
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○退職被保険者等精算後追加納付

　事業 279
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○共同事業拠出金事業 3
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○特定健康診査等事業 91,964

○特定健康診査未受診者勧奨通知

　事業 1,480

○特定健康診査に係るかかりつけ

　医からの診療情報提供事業 368

○保健衛生普及事業 207
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○疾病予防事業 39,062

○医療費適正化特別対策事業 13,739

○ジェネリック医薬品利用差額通

　知事業 1,646
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○財政調整基金管理事業 1
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○一般被保険者保険税還付事業

12,965

○退職被保険者等保険税還付事業

1

○一般被保険者保険税還付事業

1

○退職被保険者等保険税還付事業

1

○保険給付費等交付金償還金事業

1
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(１) 総　括

【　】内は、会計年度任用職員数を別掲

職員手当等の内訳

(２) 給料及び職員手当等の増減額の明細

人

人

人

(３) 給料及び職員手当等の状況

給与費明細書

給　与　費

17,177 128,121

17,785 134,107

職員手当等報　　酬 給　　料 計

本 年 度

前 年 度

区　　分

(千円) (千円) (千円) (千円)

職員数 共 済 費 合　計

（人） (千円)

15

(千円)

職員数の異動状況

令和4年度予算 職員数

令和5年度予算 職員数 15

16

△ 1

人事異動等に伴う職員
構成の変動

平均昇給率

区分 説　　明 備　　　考
(千円) (千円)

△ 608 △ 5,986

(単位　千円)

比　　較 △ 1 【1】

その他の
増 減 分

△ 2,281

△ 361 △ 1,295 △ 3,722 △ 5,378

増減事由別内訳

150
制度改正に
よる増減分

期末手当支給率改定

％

異動等による増減

【11】 15,083 49,524

 イ　初任給

令和4年度当初　4.30月 → 令和5年度　4.40月

給
　
料

職
員
手
当
等

△ 3,722
その他の
増 減 分

△ 3,872

昇給に伴う
増　加　分

259

727

人事異動等に伴う職員
構成の変動

46,337 110,944

16 【10】

△ 1,295

1.5

給与改定に
伴う増減分

116,322

大 学 卒 198,500 185,200

 ア　職員１人当たり給与

区　　　分 行　政　職

令和5年1月1日現在

 平均給料月額（円） 271,087

 平均給与月額（円） 341,332

 平 均 年 齢 （歳） 36

令和4年1月1日現在

 平均給料月額（円） 284,267

 平均給与月額（円）

高 校 卒 154,600

359,980

 平 均 年 齢 （歳） 39

154,600

区　　分
行　政　職

市 国

増 減 額

15,444 50,819 50,059

(単位　円)

区　　分

管理職員

扶養手当

6,570 12 21,427

時間外勤務
手　当

特別勤務

手　当

本 年 度

地域手当

5,217

管理職手当

1,680

通勤手当

1,132

△ 626

570

210△ 2,415

児童手当

780

退職手当
負 担 金

期末勤勉
手　当

23,842 7,313

6,687

住居手当

1,878

1,866

954

12

前 年 度 7,6101,152

△ 198比　　較 △ 1,040 12

5,366

△ 149 472

1,680 660
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（級別の基準となる職務）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

比　率（Ｂ）／（Ａ）

差 異 の 内 容

同

同

同

同

同

同

異
労働基準法に基づく
時間単価

有

本 年 度 2.200 2.200

国の制度と
の異同

4.40 有

47.709

2.250 4.40 有

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

前 年 度 2.150

6級

6.3

 宿日直手当

 管理職員特別勤務手当

 時間外勤務手当

 扶養手当

 住居手当

 通勤手当

区　　　分

（月分）

 管理職手当

その他の加算措置等

定年前早期退職特例措置
（1年につき最大3％加算）

47.709

47.709

最高限度

国の制度 2.200 2.200 4.40

区
　
分

令
和
5
年
1
月
1
日
現
在

令
和
4
年
1
月
1
日
現
在

区　　分 行 政 職

1　級

行　政　職

5

構成比

4級

8級

計

計

5　級 課長補佐級

6　級

主 幹 級

3　級 主 任 級

4　級 係 長 級

参 事 級

8　級

3

16

級

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

8級

1級

2級

3級

5

（人）

職員数

7級

 国の指定基準に基づく支給率 （％） 10.0

市 内 全 域

 支給率 （％） 10.0

 支給対象地域

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

（月分） （月分） （月分）

 支給対象職員数 （人）

国の制度 24.586875 33.27075

15

 エ　昇給

区　　分

支給期別支給率
支給率計
（月分）

職制上の段階、職務
の級等による加算措

置
備　　考

6月（月分） 12月（月分）

2号給

前 年 度

2号給

区　　　分

100.0

課 長 級

7　級

主 事 級

2　級

6号給 （人）

（人）

（人）

（％） 87.5

部 長 級

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

3

4号給 （人） 8

7

（人） 3

（人） 14

6.7

3

（人） 13

本 年 度

（人） 15

号給数別内訳

1号給 （人）

3号給 （人）

（％） 86.7

6号給 （人）

4号給

100.0

4

3

5号給 （人）

5級

18.7

18.7

31.3

（人） 16

5号給 （人）

 ウ　級別職員数

オ　期末・勤勉手当

 カ　定年退職に係る退職手当

 キ　地域手当  ク　その他の手当

26.7

行 政 職

3

1

15

5

1

（％）

33.3

33.3

4

25.0
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　(単位　千円)

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

第三者行為に係る  令和 5年度

損害賠償請求事業 ～

 令和 6年度

健診委託料 令和 6年度

1,645 1,645 529 1,116

ジェネリック医薬 令和 6年度

品利用差額通知事 220 220 220

業委託料

　　　　　　　　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての

　　　　　　　　　　前年度末までの支出額又は支出額の見込み及び

　　　　　　　　　　当該年度以降の支出予定額等に関する調書

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　　の　　　財　　　源　　　内　　　訳

訴訟に要す
る経費

限度額に
同じ

全額一般
財源にて
充当

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　　定　　　　財　　　　源
一般財源
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